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（単位：千円）

正味財産の部合計

財務諸表に関する特徴的事項等

○行政コスト計算書における金融収支差額は、金融収入（基金の運用利子)である。
○貸借対照表における流動資産は、大部分が財政調整基金の現在高であり、固定資産は、特別区債等管理基金と
その他特定目的基金の現在高である。
○なお、特別区債については、該当する施設別等の貸借対照表に負債として計上しているため、本表には計上が
ない。

資産の部合計 49,714,233 51,167,287 1,453,054 負債及び正味財産の部合計 49,714,233 51,167,287 1,453,054
その他の固定資産 34,026,434 38,264,479 4,238,045 49,706,415 51,158,730 1,452,315

49,706,415 51,158,730 1,452,315建設仮勘定 0 0 0 正味財産
739無形固定資産 0 0 0 負債の部合計 7,818 8,557

工作物等減価償却累計額 0 0 0 その他の固定負債 0 0 0
7,150 7,890 740工作物等 0 0 0 退職給与引当金

0建物減価償却累計額 0 0 0 特別区債 0 0
建物 0 0 0 固定負債 7,150 7,890
土地 0 0 0 その他の流動負債 0 0

賞与引当金 668 667 ▲ 1
0

740固
定
資
産

有形固定資産 0 0 0
0その他の流動資産 15,687,799 12,902,808 ▲ 2,784,991 特別区債 0 0

不納欠損引当金 0 0 0 還付未済金 0 0 0

流
動
資
産

収入未済 0 0 0 流動負債 668 667 ▲ 1
6年度 差額

貸
借
対
照
表

勘定科目 5年度 6年度 差額 勘定科目 5年度
特別収支差額(f)-(g)=(h) 0 0 0 当期収支差額(e)+(h) 21,752 69,514 47,762

0 0 0特別費用(g) 0 0 0 特別収入(f)
47,762行政費用合計(b) 13,450 13,494 44 通常収支差額(c)+(d)=(e) 21,752 69,514

その他行政費用 0 0 0 金融収支差額(d) 35,202 83,008 47,806
▲ 13,450 ▲ 13,494 ▲ 44賞与・退職給与引当金繰入額 1,325 2,231 906 行政収支差額(a)-(b)=(c)

0不納欠損・貸倒引当金繰入額 0 0 0 行政収入合計(a) 0
減価償却費 0 0 0 その他 0
補助費等 450 420 ▲ 30 使用料及び手数料 0 0
扶助費 0 0 0 分担金及び負担金 0 0 0
維持補修費 0 0 0 都支出金 0 0 0
物件費 149 134 ▲ 15 国庫支出金 0 0 0行

政
収
入

地方税等 0 0 0

0
0 0
0

行
政
費
用

給与関係費 11,526 10,709 ▲ 817
行
政
コ
ス
ト
計
算
書

勘定科目 5年度 6年度 差額 勘定科目 5年度 6年度 差額

経常収支比率 81.3 79.1 80.0 80％程度 80％程度
経常経費充当一般財源／経常一般財源
総額×１００

5％未満
地方債元利償還額等／標準財政規模等
×１００

実質公債費比率 5％未満 5％未満 5％未満 5％未満

4年度 5年度 6年度
7年度
見込み

目標値
(8年度)

施策の成果とする指標名
指標の推移

指標に関する説明

指
　
　
　
　
標

幸福実感指標名
指標の推移

指標に関する質問文
4年度 5年度 6年度

政策 15 目標の設定と管理による行財政運営の戦略的推進

　将来にわたって安定した区政運営を行うため、適正な予算編成や効率的な予算執行に努めるとと
もに、基金や起債の適切な運用を図るなど、健全な財政運営を推進していく。

関連部課名 会計管理部会計管理課

行政評価
事業体系

分野 Ⅶ 計画推進のために

課長名 齋藤 内線 2120

施策分析シート（令和7年度）

施策名 健全な財政運営 施策No 15-02
部課名 総務企画部財政課

381



No2

重点的に推進 重点的に推進
　行政サービスの安定的かつ継続的な提供のためには、中長期的視点
に立った健全な財政運営が不可欠であり、当該施策の優先度は極めて
高い。

今
後
の
方
向
性

○今後の財政運営の指針となる財政フレームを策定し、将来にわたる収支の見通しを明確にしたこ
とで、事業の実施や施設建設の優先順位をつけるとともに、基金や起債の効果的な運用を図るな
ど、中長期的展望に立った財政運営を推進する。
○引き続き適正な経常収支比率を維持するため、特別区税などの経常的な一般財源の確保に取り組
むとともに、行政評価等による事業の見直しを徹底し、経常的経費の削減につなげていく。
○新たな国庫補助金等に係る情報の収集及び庁内共有を徹底し、可能な限り財源の確保に努める。
○更なる徴収率向上による区税収入の安定的な確保はもとより、土地や建物等の売却・貸付等によ
る資産の有効活用や、ふるさと納税による収入確保を図るなど、様々な方法を駆使して自主財源の
確保に努める。
○事業別・施設別の財務諸表をもとに財源投入の成果を分析するなど、施策の財務面からの評価を
明確にし、効果的な予算要求に繋げることで今後の予算編成に活かしていく。

施策の分類
分類についての説明・意見等

7年度 8年度

現
状

○基金は、今後想定される公共施設の改築需要への備えとして、計画的に積立を行っている。
○起債は、償還が順調に進んでいるため、残高は減少し、ピーク時の半分以下となっている。
○経常収支比率は、社会保障費の増加などにより上昇傾向にあったが、近年は横ばいで推移してい
る。
○自主財源比率は概ね20％台後半で推移しており、令和6年度は27.8％となっている。
○平成28年度から新公会計制度（東京都方式）の運用を開始し、日々仕訳の実施や財務諸表の作成
といった本格的な発生主義の複式簿記を導入した。
○円安や人手不足等に起因する物価上昇等により、景気が下振れするリスクも想定される。
○中長期的には、学校施設や本庁舎をはじめとする公共施設の老朽化に伴う改修・更新や市街地再
開発事業などの大規模プロジェクト等による多額の財政負担が見込まれる。

課
題

○新たな施設建設や大規模改修等の財源として、新規区債の発行や基金の活用等による対応が必要
となるため、将来に向けた起債・基金の計画的な運用・管理が重要である。
○経常収支比率は概ね適正な水準を維持しているものの、景気に左右されやすい財政調整交付金の
交付状況により、比率が変動する不安定な構造となっている。
○将来にわたり自主的・自立的な財政運営を行っていくため、更なる自主財源の確保に努めていく
必要がある。
○新公会計制度の導入により入手可能となった詳細な財務情報について、事業ごとの行政コスト計
算書や、施設の管理・運営等に係るコストの把握が可能になったため、事業改善や予算編成等への
効果的な活用を検討していく必要がある。

施策の現状・課題・今後の方向性
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合　計 13,450 13,492 9,753,152 7,624,500

　区政における一層の経営改
善及び区民への説明責任の充
実に不可欠である。

継続

　今後想定される公共施設等
の改築需要への対応のため、
特定目的基金に積極的に積立
てを行っていく必要がある。

新公会計制度運営費 12-01-05 11,045 11,274 599 554
重点的
に推進

重点的
に推進

推進 推進
　安定した区政運営に不可欠
である。

基金費 01-02-03 601 554 7,734,351 5,508,594 継続

区債元利償還金（一般会
計）

01-02-02 1,804 1,664 2,018,202 2,115,352

分類についての説明・意見等

5年度 6年度 5年度 6年度 7年度 8年度

施策を構成する事務事業の分類

事務事業名
事務事業

No

行政費用（千円） 決算額（千円）
施策推進のた

めの分類
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